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株式会社いよぎん地域経済研究センター 

 

 

県内企業の働き方改革への取り組み状況調査 
～働き方改革の取り組み状況と改革推進のポイント～ 

 

株式会社いよぎん地域経済研究センター（略称 ＩＲＣ、社長 重松 栄治）では、この

たび標記の調査結果を取りまとめましたので、その概要をお知らせします。 

なお、詳細は 2020 年６月１日発行の「IRC Monthly」2020 年６月号に掲載予定です。 

 

記 

 

【調査要旨】 

• 政府が働き方改革を進めるのは、労働生産性と労働参加率を向上させ、労働力不足を

解消し経済成長につなげるためである。これに伴い、「時間外労働の上限規制」や「同

一労働同一賃金」のルールなど、働き方改革関連法が順次施行されている。 

• アンケートでは、9 割以上の企業が働き方改革に取り組んでいるものの、成果を感じて

いない企業が約 4割となった。 

• 「時間外労働の上限規制」については 27.8％の企業が「課題が多く対応が進まない」と

し、「同一労働同一賃金」については 26.9％の企業が対応に難航している。 

• アンケートや取材から、働き方改革が難航する背景には、人手不足を解消する有効な方

策が取られていないことや、人事・労務制度整備の難しさ、従業員の理解を得る難しさ

などがある。 

• 働き方改革で一定の成果を出している企業の共通点としては、①長期的視点で経営全体

を見直す ②労働生産性を向上させ従業員の働きがいを創出する ③社員の納得感を

得る があげられる。これらが働き方改革推進の重要なポイントとなる。 

• 多くの企業が働き方改革に取り組むなかで、対応の遅れは今後の人材確保・定着に影響

を与える可能性がある。働き方改革を経営見直しのチャンスと捉え、今後の取り組みを

展開して欲しい。新型コロナウイルスの影響により働き方の見直しを迫られているが、

収束後の働き方への考え方は、従来とは大きく変わる可能性がある。将来の社会と自社

のあり方を見据え、改革し続ける企業が増えることを期待する。 

以 上 
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はじめに 

2018年に働き方改革の各種改正法が成立し、2019

年4月からは「時間外労働の上限規制」（中小企業は

今年4月から適用）が施行され、今年4月には、い

わゆる「同一労働同一賃金」（中小企業への適用は

2021年4月から）のルールが適用されるなど、多く

の企業で対応が求められている。 

そこで、県内企業の上記２項目を中心とした「働

き方改革」への取り組み状況を整理したうえで、取

り組みにあたっての課題や推進のポイントについて

まとめた。 

 

１． 働き方改革が求められる背景 

政府が働き方改革関連の政策を進める背景には、

人口減少による労働力不足がある。労働生産性と労

働参加率を向上させ、労働力不足を解消し経済成長

につなげるべく、政府は「働き方改革実現会議」で

9つのテーマとその対策を設定した。 

そして働き方改革関連法で、①「長時間労働の是

正」、②「（同一労働同一賃金など）非正規雇用の処

遇改善」、③「多様で柔軟な働き方の実現」のための

措置を講じた（図表－１）。 

このうち①と②は、「時間外労働の上限規制」と

「同一労働同一賃金」のルール適用によって実現し

ようとしている。働き方改革関連法は順次施行され

ており、対応が求められる企業にとって、まさに待

ったなしの状況だ。 

 

２． 県内企業の働き方改革への取り組み状況 

以下では、アンケートや取材をもとに働き方改革

に対する県内企業の現状を分析する。 

アンケート実施概要 
実施時期 2020 年 2 ⽉ 

調査対象 愛媛県内に事業所を置く企業 
2,950 社（IRC 会員企業） 

調査⽅法 アンケート票を⽉報に同封し、郵送または FAX
にて回収 

回答数 294 社 
回答企業属性 

業種 製造業：30.8％、⾮製造業：69.2％ 

従業員数 30 ⼈未満：47.9％、30〜99 ⼈：31.9％、 
100 ⼈以上：20.1％ 

注：⼩数点第 2 以下を四捨五⼊しているため、合計が 100 と
ならない場合がある。以下同様。 

 

～働き方改革全般について～ 

（１）大半の企業が働き方改革を実施  

９割の企業が、働き方改革関連法への対応に限ら

ず、何らかの働き方の見直しを実施している（図表

－２）。働き方改革関連法をはじめ、社会の時流、深

刻な人手不足などを背景に、働き方改革の動きは広

がっている。 

取り組んでいる

92.0%

今は取り組んで

いないが今後取

り組む予定

3.1%

今も取り組んで

おらず今後も取り

組む予定はない

3.5%

わからない

1.4%

［図表－２］働き方改革に取り組んでいるか

（ｎ＝289）
 

（２）成果を実感していない企業は４割 

働き方改革の成果については、約６割の企業が成

果を実感している。一方、「まだ成果を感じていない」

企業は約４割となった（図表－３）。 

まだ成果を感じていない企業が多い要因として、

十分な対策を打ち出せていないケースや、改革の着

手から日が浅く、成果が出るに至るまでの十分な時

間が経過していないケースなどが想定される。 
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かなり成果を実

感している

7.1%

少し成果を実感

している

50.4%

まだ成果を感じ

ていない

42.5%

［図表－３］働き方改革に対する成果の実感

（ｎ＝266）
 

 

（３）従業員の反応には、ネガティブな意見も多い 

 働き方改革に対する従業員の反応や職場の状況に

は、肯定的な反応がある一方で、否定的な反応が出

ている企業も多く、特に「残業代減少への不満」が

散見された。働き方改革には従業員の理解・協力が

必要だが、不満や弊害が生じ、改革が思うように進

んでいない企業もある。 

 

～時間外労働の上限規制について～ 

（４）約３割の企業が時間外労働の上限規制に苦慮 

時間外労働の上限規制に対して、今年２月時点で、

27.8％の企業が「対応は必要だが、課題が多く対応

が進まない」と回答した（図表－４）。 

21.3

31.0

14.4

10.9

17.3

15.1

13.3

29.1

33.6

27.8

46.7

27.3

27.8

26.2

25.6

32.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=277)

30人未満

(n=126)

30～100人未満

(n=90)

100人以上

(n=55)

［図表－４］時間外労働の上限規制の対応状況

（従業員規模別）

特に対応する必要はない

すでに必要な対応は終えた

現在取り組んでおり、目途はついている

対応は必要だが、課題が多く対応が進まない
 

（５）対応が進まない企業：ネックは人員確保 

時間外労働の上限規制を遵守するにあたっての

問題点やネックについて、前述の質問で「対応は終

えた」「目途はついている」と答えた企業（以下、対

応済み企業）と、「対応は必要だが、課題が多くて進

まない」（以下、対応が進まない企業）で比較した（図

表－５）。 

対応が進まない企業では、「新たな人員の確保が

困難」「人員に対して業務過多」の割合が大きく上回

った。業務量過多に対して人員増加で対応しように

も人員確保が難しいという問題がある。 

48.9

40.1

37.2

31.4

29.2

24.8

21.9

21.2

46.8

40.3

57.1

31.2

27.3

22.1

39.0

20.8

0 20 40 60 80

特定の従業員に業務が集中する

特定の時期に業務が集中する

新たな人員の確保が困難

顧客からの要望が不規則、短納期

従業員の意識・取り組み不足

労働生産性の低さ

人員に対して業務過多

管理職の意識・管理不足

［図表－５］「時間外労働の上限規制」の遵守で

ネックになること（複数回答）

対応済み企業(n=137)

対応が進まない企業

(n=77)

（％）

 

（６）対応済み企業：時間管理の徹底が基本 

時間外労働の上限規制のために講じた（講じる予

定の）取り組みについて、対応済み企業では「時間

外労働の管理の徹底」が 74.8％となった。まずは、

労働時間の実態把握や管理が基本になっていること

がわかる。 

対応が進まない企業では、人員増強策をとる（と

ろうとする）割合が相対的に高い。ただ、前述の質

問では人員確保の難しさがネックとなっており、人

員増強以外の方策を見出す必要性を示唆している。 

74.8

43.9

38.1

29.5

19.4

18.0

56.0

50.7

26.7

30.7

38.7

21.3

0 20 40 60 80

時間外労働の管理の徹底

業務内容や人員体制の見直し・平

準化

36協定の変更、締結

社内の教育・意識啓発

人員の増強

勤怠管理システムの導入、見直し

［図表－６］「時間外労働の上限規制」で取り組

んだ（取り組む予定の）こと（複数回答）

対応済み企業(n=139)

対応が進まない企業

(n=75)

（％）

 

 

～「同一労働同一賃金」について～ 

（７）４社に１社は「同一労働同一賃金」に難航 



 - 4 - 

「同一労働同一賃金」への対応は、「特に対応す

る必要がない」が43.8％と最も多い。しかし「課題

が多く進まない」「何をすればいいか分からず進まな

い」と、対応に難航している企業は26.9％と少なく

ない（図表－７）。 

43.8

62.9

32.6

15.8

7.8

6.8

6.7

12.3

21.6

15.9

23.6

31.6

20.5

9.8

24.7

38.6

6.4

4.5

12.4

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=283)

30人未満

(n=132)

30～100人未満

(n=89)

100人以上

(n=57)

［図表－７］「同一労働同一賃金」の対応状況

（従業員規模別）

特に対応する必要がない（対象者がいない、待遇差がないなど）

必要な対応は終えた

取り組み中で 、目途はついている

対応が必要だが、課題が多く進まない

何をすればいいか分からず対応が進まない
 

（８）「同一労働同一賃金」への対応が進まない理由

は、分かりにくさ 

対応が進まない理由としては、「『同一労働同一賃

金』の判断基準や定義がわかりにくい」（68.0％）や、

「導入に対応するための人的・時間的余裕がない」

（32.0％）との回答が多かった。 

人事・労務制度の見直しには相応の専門知識や時

間が必要であるうえ、定義・判断基準の分かりにく

さも加わって、対応の難しさが浮き彫りになってい

る。 

68.0

32.0

26.7

9.3

0 20 40 60 80

「同一労働同一賃金」の判

断基準・定義がわかりにくい

導入に対応するための人

的・時間的余裕がない

ガイドラインと自社の実態と

のかい離が大きい

身近に相談できる専門家が

いない

［図表－８］「同一労働同一賃金」の対応が進まない理由

（複数回答）
（％）

（n=75）

 

 

３． 働き方改革推進のポイント 

働き方改革に取り組むものの、まだ成果を実感で

きていない企業が多いことが明らかになった。また、

次々と施行される働き方改革関連法に対し、十分対

応しきれていない企業も多い。その背景には、人手

不足を解消する有効な方策が取られていないことや、

人事・労務制度整備の難しさ、従業員の理解を得る

難しさなどがあることが分かった。 

様々な課題に向き合い、働き方改革で一定の成果

を出している企業に取材したところ、以下の共通点

がみられた（図表－９）。これらが、働き方改革を

推進する上での重要なポイントとなる。 

 

おわりに 

働き方改革関連法が次々と施行され、多くの企業

が働き方改革に取り組むなかで、対応の遅れは今後

の人材確保・定着に影響を与える可能性がある。今、

働き方改革に難航している企業も、経営を見直すチ

ャンスと捉え、法令の要請も考慮しながら会社のあ

りたい姿を描き、今後の取り組みを展開して欲しい。 

新型コロナウイルスの感染拡大を受け、時差勤務

やテレワークなど、働き方の見直しを迫られた企業

も多い。収束後も、世の中の働き方への考え方は、

従来と比べて大きく変わる可能性がある。また、も

う少し長い目で見れば、人口減少が続くなかで労働

生産性の向上はますます求められる。将来の社会と

自社のあり方を見据え、改革し続ける企業が増える

ことを期待する。       （三好 佑里） 


